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証券コード：9377 
平成25年５月31日 

 
株 主 各 位 
 

東京都大田区羽田空港一丁目７番１号 
 

株 式 会 社 エ ー ジ ー ピ ー 
 

代表取締役社長  杉 本   学 
 

第48回定時株主総会招集ご通知 
 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 

さて、当社第48回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議

決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成25年６月17日（月曜日）午後６時ま

でに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

1. 日  時  平成25年６月18日（火曜日）午前11時 

2. 場  所  東京都大田区羽田空港三丁目３番２号 

        羽田空港 第１旅客ターミナルビル 

＜ビッグバード＞６階 ギャラクシーホール 

（末尾記載の会場ご案内をご参照ください｡） 

3. 株主総会の目的事項 

  報告事項 1. 第48期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業

報告および連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監

査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

2. 第48期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計算

書類の内容報告の件 

  決議事項  

第１号議案 剰余金の処分の件 

第２号議案 取締役６名選任の件 

第３号議案 監査役１名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。 

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に記載すべき事項を修
正 す る 必 要 が 生 じ た 場 合 は 、 修 正 後 の 事 項 を 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
(http://www.agpgroup.co.jp/)に掲載いたしますのでご了承ください。 
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(添付書類) 

事 業 報 告 
 

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

1. 企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

当期におけるわが国経済は、復興需要等を背景として回復基調にあったものの、海外

景気の減速や円高などにより厳しい状況となりましたが、その後の各種政策による効果

や輸出環境の改善等により、緩やかに回復しつつあります。また、航空業界では、航空

需要の回復に伴い、航空各社による国際線の増便や路線開設、ＬＣＣの国内マーケット

への定着による潜在需要の喚起などにより拡大基調にある一方、外交関係における緊張

状態の継続、ボーイング 787 型機のトラブルによる運航停止の影響など、懸念材料も残

っております。 

このような状況下、当社グループは、安全・品質・技術の維持向上をすべての事業基

盤とし、コスト競争力のあるイベントリスク耐性の高い筋肉質の企業グループへの変身

を図るとともに、積極的な営業活動を展開してまいりました。また、不採算が続いてい

た鹿児島、熊本、長崎の３空港出張所を閉鎖する等の収支改善策を実行し、収益性の向

上に取り組んでまいりました。 

動力事業では、航空需要の回復に伴い、各空港における国際線での販売増等により増

収となりました。整備事業では、顧客の経費節減施策が継続したものの、空港特殊設備

の更新工事の受注等により増収となりました。付帯事業では、フードカート販売の増加

等により増収となりました。この結果、当期の売上高は前期比３億 70 百万円（3.7％）

増加し 104 億 62 百万円となりました。 

営業費用では、売り上げの増加に伴い原材料費が増加したものの、羽田空港、関西空

港における減価償却費の減少のほか、労働生産性を高めて総人件費を抑制したこと等に

より、前期比 11 百万円（0.1％）減少し 96 億 54 百万円となりました。 

この結果、営業利益は前期比３億 82 百万円（90.2％）増加の８億７百万円、経常利

益は前期比３億 83 百万円（102.2%）増加の７億 58 百万円となりました。これに、鹿

児島・熊本・長崎各空港出張所を閉鎖したことに伴う事業撤退損１億 28 百万円のほか、

老朽化した設備の更新を進めたことにより、合計１億 86 百万円の特別損失を計上した
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ものの、税金等調整前当期純利益は前期比２億 50 百万円（77.9％）増加の５億 72 百万

円、当期純利益は前期比２億 19 百万円（183.9％）増加の３億 39 百万円となりました。 

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

【動力事業】 

航空需要の回復に伴う就航便数の増加等による成田空港をはじめとする国際線

の販売増に加え、運航を開始した本邦ＬＣＣへの販売等も寄与し、増収となりま

した。 

なお、平成 25 年 1 月に発生した、ボーイング 787 型機のトラブルに伴う運航

停止については、軽微な影響にとどまりました。 

この結果、売上高は 49 億４百万円と前期比１億 27 百万円（2.7％）の増加と

なりました。 

【整備事業】 

顧客の経費節減施策の強化・継続による航空機整備関連施設の更新・修繕作業

の減少が続いているものの、羽田空港における空港特殊設備の更新工事の受注等

により増収となりました。 

この結果、売上高は 43 億 29 百万円と前期比 58 百万円（1.4％）の増加となり

ました。 

【付帯事業】 

フードカート販売の増加のほか、羽田空港における格納庫内航空機用電源装置

更新工事の受注等により増収となりました。 

この結果、売上高は 12 億 28 百万円と前期比１億 84 百万円（17.7％）の増加

となりました。 
 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。

事 業 売 上 高 （構成比） 前 期 比 

動  力 4,904,092千円 （46.9％） 102.7％ 

整  備 4,329,794千円 （41.4％） 101.4％ 

付  帯 1,228,218千円 （11.7％） 117.7％ 

計 10,462,105千円（100.0％） 103.7％ 
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 (2) 対処すべき課題 

航空業界におきましては、アジア地域の経済発展を中心として、世界的な航空需要の

拡大が見込まれております。また、国内においても、首都圏空港の発着枠が拡大し、羽

田空港をはじめとした空港整備計画が進展するとともに、航空各社による国際線の増

便・路線開設、ＬＣＣのマーケットへの定着に伴う潜在需要が喚起される等、航空需要

の堅調な推移と競争環境の変化が見込まれております。 

このような状況のもと、当社グループは、イベントリスク耐性の高い筋肉質の企業体

質を維持・強化しつつ、経営環境の変化に柔軟に対応し、効果的な経営資源の投入によ

り、ビジネスチャンスを確実に取り込んで業績の向上に努めてまいります。 

動力事業につきましては、羽田空港国際線ターミナルビルの増築、新型航空機の就航

増加に対する設備増強等について、投資コストの低減を図り着実に実行してまいります。

また、今後の各空港における設備更新にあたっては、設備設置形態の見直し、技術開発

の推進による低コスト・省エネ設備の実用化等、採算性の高い設備更新を計画し進めて

まいります。さらに、当社動力設備の使用率向上に向けて、データ分析に基づいた、よ

り機動的な営業活動を展開することで、さらなる事業基盤の強化を図ってまいります。 

整備事業につきましては、顧客の経費節減施策は継続するものと想定しておりますが、

空港特殊設備や物流システム、航空機整備関連施設の保守管理に関する当社グループが

保有する技術力や安全・安心への取組み等のノウハウ、24 時間運営体制の利点などをア

ピールし、積極的な提案型営業を推進してまいります。また、メーカー等との連携を強

化しながら、空港整備計画の進展による施設・設備の新設・リニューアルに伴う需要を

確実に取り込むとともに、空港外や当社グループ拠点以外の空港における施設・設備保

守への展開を図り、保守領域の拡大に努めてまいります。さらに、アジア地域における

空港の新設・拡張、民営化に対する技術支援への参画を目指します。 

付帯事業につきましては、フードカート販売では、営業・製品開発体制を強化し、病

院、介護施設等の建替え、新築計画案件への営業推進、買い替え需要の確実な獲得に努

めてまいります。加えて、生産体制についても強化し、需要増への対応を図るとともに、

コスト管理の徹底による収支改善に取り組んでまいります。空港セキュリティ機器の保
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守管理では、空港運営会社等による新型セキュリティ機器の導入や更新への対応を着実

に進め、事業の拡大を図ります。さらに、当社グループが保有する技術力・ノウハウを

活用した新規事業の開拓にも積極的に取り組んでまいります。 

全社横断的な取組みといたしましては、経費削減の継続・強化はもとより、人材ソー

スの多様化、アウトソーシングの活用、当社グループ間での柔軟な人材運用など、効率

的な生産体制の確立を進める一方、技術の伝承や新技術の習得を積極的に推進して、将

来を見据えたプロフェッショナルの育成に引き続き取り組んでまいります。また、安

全・品質・環境に対する統合マネジメントシステムを整備し、これを推進してまいりま

す。 

 

当社グループは、国土交通省の提唱するエコエアポート施策に歩調を合わせ、事業の

推進をとおして空港におけるＣＯ２排出抑制および騒音の低減を図るとともに、医療・

福祉分野に貢献しながら社業の発展にまい進してまいります。 

今後とも、株主の皆様のご期待に添うべく努力をいたす所存でございますので、格別

のご理解と一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
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 (3) 設備投資等および資金調達の状況 

  ① 設備投資 

当期中において実施いたしました設備投資の総額は４億 64 百万円であります。 

その主な内容は次のとおりであります。  
地 区 内   訳 金 額 

羽 田 動力供給設備設置工事等 256,121 千円 

成 田 動力供給設備設置工事等 114,859 千円 

沖 縄 動力供給設備設置工事等 72,052 千円 

 
  ② 資金調達 

当期におきましては、資金調達を行っておりません。 

 
 (4) 財産および損益の状況の推移 
  

区   分 
第45期 

(平成21年度) 

第46期 

(平成22年度) 

第47期 

(平成23年度) 

第48期 

(平成24年度) 

売 上 高 11,459,012千円 10,743,642千円 10,091,212千円 10,462,105千円 

経 常 利 益 630,033千円 461,024千円 375,255千円 758,953千円 

当 期 純 利 益 382,775千円 209,385千円 119,639千円 339,613千円 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 27円44銭 15円01銭 8円58銭 24円35銭 

総 資 産 12,125,125千円 12,154,636千円 11,583,960千円 11,623,629千円 

純 資 産 5,675,853千円 5,757,968千円 5,752,399千円 5,992,101千円 

１株当たり純資産 406円93銭 412円81銭 412円41銭 429円60銭 
 

（注） 1 株当たり当期純利益は、期中の平均株式数により計算しており、1 株当たり純資産は、 
期末の発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）により計算しております。 
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 (5) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

該当事項はありません。 

 
  ② 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金
当社の

出資比率
主 要 な 事 業 内 容 

㈱ エ ー ジ ー ピ ー 北 海 道 20,000千円 100.0％ 航空機用動力供給業 
建物および建物付属設備の保守管理業 

㈱ エ ー ジ ー ピ ー 開 発 20,000千円 100.0％ 航空機用動力供給業 
建物および建物付属設備の保守管理業 

㈱ エ ー ジ ー ピ ー 中 部 10,000千円 100.0％ 航空機用動力供給設備および 
建物並びに建物付属設備の保守管理業 

㈱ エ ー ジ ー ピ ー 関 西 20,000千円 100.0％
航空機用動力供給業 
建物および建物付属設備の保守管理業 
航空機部品管理業 

㈱ エ ー ジ ー ピ ー 九 州 20,000千円 100.0％ 航空機用動力供給業 
建物および建物付属設備の保守管理業 

㈱ エ ー ジ ー ピ ー 沖 縄 10,000千円 100.0％
航空機用動力供給業 
建物および建物付属設備の保守管理業 
航空機部品管理業 
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 (6)主要な事業内容 
 

部  門 内            容 

動 力 
・国内9空港（新千歳・成田・羽田・伊丹・関西・神戸・広島・福

岡・那覇）において、航空機が必要とする電力､ 冷暖房気および

圧搾空気を固定式設備および移動式設備による供給等 

整 備 

・建物・諸設備（航空機用格納庫、機内食工場、貨物ターミナル、

冷熱源供給設備、特高変電所、ホテル 他）の保守管理業務 
・空港関連の特殊設備（旅客搭乗橋、手荷物搬送設備、航空機部品

等自動倉庫システム）の保守管理業務 
・空港外の特殊設備（総合物流センター等の保管・搬送設備）の保

守管理業務 

付 帯 

・フードカート事業 
機内食システムを病院、介護施設、学校、ホテル等の給食シス

テムに転用した、保冷・加熱カート、保冷カート、保温カート

等の製作販売 
・GSE（Ground Support Equipment：航空機地上支援機材）事業 

航空業界のニーズに応じた航空機用冷暖房車、高所作業車等の

特殊車両およびブレーキクーリングカート等の製作販売 
・受託手荷物検査装置の運用管理業務 
・その他 

ハイジャック防止設備等セキュリティ機器の保全業務、航空機

部品管理業務、空港内電気自動車の充電設備の賃貸、設備の保

守管理業務および国内外の空港特殊設備に関する技術支援業務

等 
 
(7) 主要な事業場 

   ① 当 社 

本 社 ： 東京都大田区 

成 田 支 社 ： 千葉県成田市 

羽 田 支 社 ： 東京都大田区 

関 西 支 社 ： 大阪府泉南市 

千 歳 空 港 支 店 ： 北海道千歳市 

中 部 空 港 支 店 ： 愛知県常滑市 

大 阪 空 港 支 店 ： 大阪府豊中市 

神戸空港出張所 ： 兵庫県神戸市 
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福 岡 空 港 支 店 ： 福岡県福岡市 

広島空港出張所 ： 広島県三原市 

沖 縄 空 港 支 店 ： 沖縄県那覇市 

   ② 子会社 
株式会社エージーピー北海道 ：北海道千歳市

株式会社エージーピー開発 ：千葉県成田市

株式会社エージーピー中部 ：愛知県常滑市

株式会社エージーピー関西 ：大阪府泉南市

株式会社エージーピー九州 ：福岡県福岡市

株式会社エージーピー沖縄 ：沖縄県那覇市

  
(8) 従業員の状況 

 
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

   616 名   28 名減 

（注）上記従業員数は就業人員を表示しており、嘱託（29名）を含んでおります。 

 

 (9) 主要な借入先の状況 
 

借 入 先 借入金残高 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,331,000 千円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 499,500 千円 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 244,400 千円 

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 160,000 千円 
 

（注）上記金額は、当社の借入金残高であります。 
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2. 会社の株式に関する事項 
 (1) 発行可能株式総数…………………………………………………52,000,000 株 

(2) 発行済株式の総数…………………………………………………13,948,143 株 

                 （自己株式 1,857 株を除く｡） 

 (3) 資  本  金……………………………………………… 2,038,750,000 円 

 (4) 株  主  数…………………………………………………………… 543 名 

 (5) 単 元 株 式 数………………………………………………………… 1,000 株 

(6) 大株主の状況 
 

株 主 名 持株数 持株比率 

日 本 航 空 株 式 会 社 4,651,000 株 33.34％ 

三 菱 商 事 株 式 会 社 3,740,000 株 26.81％ 

全 日 本 空 輸 株 式 会 社 2,793,000 株 20.02％ 

エ ー ジ ー ピ ー 社 員 持 株 会 507,000 株 3.63％ 

森 田 成 一 93,000 株 0.66％ 

栗 原 工 業 株 式 会 社 86,000 株 0.61％ 

城  暎 男 80,000 株 0.57％ 

高 橋 知 子 72,000 株 0.51％ 

山 田 邦 洋 66,000 株 0.47％ 

塩 川 美 行 53,000 株 0.37％ 

（注）1．持株比率については、自己株式（1,857 株）を控除して算出しております。 

2．全日本空輸株式会社は、平成25年4月1日にＡＮＡホールディングス株式会社に商

号が変更されております。 
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3. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役（平成25年3月31日現在） 
 

役 職 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 

代表取締役社長 杉本 学 安全衛生推進委員長 

常 務 取 締 役 山梨 明 営業統括・整備事業担当 

常 務 取 締 役 生形 茂
動力事業・教育・安全・品質保証担当、 
安全衛生推進副委員長 

常 務 取 締 役 福田 朗 成田地区・渉外担当 

取 締 役 小林正樹 成田支社長 

取 締 役 田中和之 経営企画・経理・新規事業担当 

取 締 役 金子晋也 フードカート事業・総務担当 

常 勤 監 査 役 松浦秀樹  

監 査 役 長谷川正人 日本航空株式会社 関連会社支援部長 

監 査 役 浅木 純 三菱商事株式会社 インフラ・事業金融ユニットマネージャー 

監 査 役 佐伯誠治 全日本空輸株式会社 整備センター 副センター長 
 

（注）１．当事業年度中における取締役および監査役の異動は次のとおりであります。 
常務取締役 生形茂、監査役 松浦秀樹、浅木純ならびに佐伯誠治は平成24年6月19日
開催の定時株主総会において新たに選任され、就任いたしました。 
常務取締役 大島秀夫、取締役 松浦秀樹、監査役 宍戸昌憲は平成24年6月19日開催

の定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。 
監査役 中村高弘は平成24年6月19日開催の定時株主総会終結の時をもって辞任いた

しました。 
２．監査役 長谷川正人、浅木純ならびに佐伯誠治は、社外監査役であります。なお、当社

は、監査役 浅木純を株式会社大阪証券取引所に独立役員として届け出ております。 
３．当事業年度末日後に生じた監査役の重要な兼職の異動は、次のとおりであります。 

氏 名  
重要な兼職の状況 

異動年月日 
変更後 変更前 

浅木 純 
三菱商事株式会社 

インフラ金融事業部長 

三菱商事株式会社 
インフラ・事業金融 
ユニットマネージャー 

平成25年4月1日 
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 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 

区  分 人  数 報酬等の額 

取 締 役  9 名 106 百万円 

監 査 役  2 名 14 百万円 

合  計 11 名 120 百万円 

（注）1. 上記の取締役および監査役の人数・報酬等の額には平成 24 年 6 月 19 日開催の定時

株主総会終結の時をもって退任した取締役 2 名および監査役 1 名を含んでおります。 
2. 無報酬である監査役 4 名は人数に含んでおりません。 

 

 (3) 社外役員に関する事項 

当事業年度における主な活動状況 

区分 氏  名 主な活動状況 

監査役 長谷川 正人 

当事業年度開催の取締役会には 13 回のうち 11 回、また

監査役会には８回のうち 7 回に出席し、社外での実務経

験等を踏まえ、客観的な視野のもと、必要に応じ発言を

行っております。 

監査役 浅 木   純 

就任後開催の取締役会には 10 回のうち 7 回、また監査役

会には５回のうち 4 回に出席し、社外での実務経験等を

踏まえ、客観的な視野のもと、必要に応じ発言を行って

おります。 

監査役 佐 伯 誠 治 

就任後開催の取締役会には 10 回のうち 7 回、また監査役

会には５回のうち 4 回に出席し、社外での実務経験等を

踏まえ、客観的な視野のもと、必要に応じ発言を行って

おります。 
（注）1. 監査役 長谷川正人は、日本航空株式会社の関連会社支援部長を務めており、同社は、

当社のその他の関係会社であり、当社の主要な取引先である特定関係事業者であり

ます。 
2. 監査役 浅木 純は、三菱商事株式会社のインフラ・事業金融ユニットマネージャー

を務めており、同社は、当社のその他の関係会社であります。 
3. 監査役 佐伯誠治は、全日本空輸株式会社の整備センター副センター長を務めており、

同社は、当社のその他の関係会社であり、また主要な取引先である特定関係事業者

であります。 
4. 責任限定契約の内容の概略 

当社定款第38条および会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の

損害賠償責任を法令の定める額を限度としております。 
なお、上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職

務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限るものとします。 
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4. 会計監査人に関する事項 

 (1) 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 

 
ⅰ 

 
公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 

20,000 千円 

ⅱ 
 
公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額

 
770 千円 

ⅲ 
当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の 
利益の合計額 

20,770 千円 

（注）1. 当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容 
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監

査業務）である再生可能エネルギー電気の調達に関する賦課金に係る特例の認定申

請書に必要な公認会計士による手続の実施を委託し対価を支払っています。 
2.  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額

と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、また実質的にも

区分できないため、上記ⅰの金額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

 (3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

     当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則と

して、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役

会の同意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会

に提案いたします。 

 

５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

    当社は、平成 18 年 5 月９日開催の取締役会において、会社法第 362 条および会社法

施行規則第 100 条に基づき、当社の業務の適正を確保するための体制の整備方針とし

て、｢内部統制システムの基本方針」を決議いたしました。その後、平成 21 年 3 月 26

日開催の取締役会で当該方針を改定する決議をいたしました。改定後の当該基本方針の

内容は以下のとおりであります。 

当社グループは、「社会から信頼を受ける会社を目指し、社会の繁栄と地球環境の

浄化保全に貢献する」を経営ビジョンとし、内部統制システムを整備することが経営上

の重要な事項と考えています。すなわち会社法第 362 条第 5 項および同条第 4 項第 6
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号に基づき、当社グループの内部統制システムの構築において、遵守すべき基本方針を

明らかにするとともに、会社法施行規則第 100 条第 1 項および同条第 3 項の定める同

システムの体制整備に必要とされる各事項に関し、以下のとおり大綱を定めるものであ

ります。 
内部統制システムについては、不断の見直しによってその改善を図り、法令の遵守

はもちろんのこと、業務の一層の適正性・効率性等を実現しうる企業体制を作ること

により、当社グループの企業価値向上につなげてまいります。 

当社グループの役員および社員全員が、日々の業務活動をつうじ、本方針の実現に

努めてまいります。 

 

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制について 

① 取締役は法令に定められた「取締役の忠実義務」「取締役の善管注意義務」に則っ

て職務執行を行います。 

② 取締役会は、法令遵守のための体制を含む内部統制システムの整備方針・計画につ

いて決定するとともに、取締役から適宜状況報告を受けます。 

③ 社外での実績や豊富な経験等を有する取締役を継続して選任することにより、取締

役の職務執行の監督機能の維持・向上を図ります。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制について 

職務の執行に係る文書その他の情報（会議資料、議事録・稟議書等）は、文書管理

規則およびそれに関連する各管理規定に従い適切に保存・管理します。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制について 

① 経営に重大な影響を及ぼすリスク（企業リスク・業務に関するリスク・安全に係る

リスク等）を十分に認識した上で、平時における損失の事前防止に重点を置いた対

策を実行します。 

② リスク管理の実効性を確保するため、内部監査部門が内部統制の全社的整備状況の

監査を行い、リスクまたは損害発生を最小限に抑える仕組み等の有効性を検証しま

す。 

③ 緊急事態発生時の通報経路および役員責任体制を定め、有事の対応を迅速かつ適切

に行うとともに、防止策を講じます。 
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について 

① 取締役の職務を明確にし、職務権限規則、業務分掌規則に基づき職務を適正に執行

します。 

② 組織の透明性、業務簡素化に関する各種施策ならびに IT の適切な利用等をつうじ

て業務の効率化を推進します。 

 

(5) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制について 

① 法令・定款の遵守を徹底するため、各種規定の整備および必要規定を制定し共有化

を図るとともに、法令・定款等に違反する行為を発見した場合の内部通報制度その

他必要な報告体制を構築します。 

② AGP グループビジョンに基づき、経営トップ以下、当社グループ全体に規範の浸透

を図ることにより、健全な企業行動を実践します。 

 

(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制について 

① 適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する

規程を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図りま

す。 

② 内部監査部門は、財務報告に係る内部統制について監査を行い、主管部署および監

査を受けた部署は、是正・改善の必要があるときにはその対策を講ずるものとしま

す。 

 

(7) 当社グループにおける業務の適正を確保する体制について 

① 当社は子会社と連携し、各社相互に関連するリスク管理、コンプライアンス、経営

効率化、迅速な決算情報の収集・開示等を実現するための体制を構築します。 

② 当社と子会社との間における、不適切な取引または会計処理を防止するため内部監

査部門は子会社の内部監査部署、またはこれに相当する部署と十分な情報交換を行

い、業務の適正確保に努めます。 
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(8) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項ならびに取締役からの独立

性に関する事項について 

① 監査役の職務を補助する使用人の配置を求められた場合は、必要な処置を行いま

す。 

② (8) ①の使用人の人事については、監査役会の同意の下に行います。 

③ (8) ①の使用人は、監査役からの直接の業務指示・命令を受けこれを実施します。 

 

(9) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制について 

① 取締役および使用人は、会社経営および事業運営上の重要事項について、適時・適

切に報告します。 

② 内部監査部門が実施した監査結果については、監査役に供覧します。 

 

(10) その他監査役会または監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

について 

会計監査人、取締役、使用人、子会社取締役・監査役等は、監査役の求めに応じ

必要な報告を行うとともに、随時意見交換を行います。 

 

(11) 反社会的勢力に向けた基本的な考え方 

当社は反社会的勢力と一切の関係を持ちません。また反社会的勢力から接触を受

けたときは直ちに警察等のしかるべき機関に情報を提供するとともに、暴力的な要

求や不当な要求に対しては弁護士等を含め外部機関と連携して組織的に対処します。 

 

(12) 反社会的勢力排除に向けた整備状況 

① 反社会的勢力と取引を行わない、不当な要求には応じない、法令・社会的規範・企

業倫理に反した事業活動は行わないことを、職制で指導するとともに内部通報制度

を整備しております。 

② 所轄警察署および株主名簿管理人等から関連情報を収集して不測の事態に備え、最

新の動向を把握するよう務めております。またこれらの勢力に対する対応は総務部

が総括し、必要に応じて外部機関と連携して対処いたします。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成25年3月31日現在） 
(単位：千円) 

 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金  額 科    目 金  額 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び営業未収入金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

（有 形 固 定 資 産） 

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

（無 形 固 定 資 産） 

ソ フ ト ウ ェ ア 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

（投資その他の資産） 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

そ        の         他 

〔5,666,165〕

2,362,752

1,614,396

891,354

80,191

85,429

343,884

150,917

138,261

△1,022

〔 5,957,464〕

( 4,793,919)

2,061,144

1,675,648

43,895

110,608

262,013

640,608

(  36,585)

21,010

5,875

9,700

( 1,126,959)

123,940

440,070

221,051

35,153

  306,743

流 動 負 債 

営 業 未 払 金

1年内返済予定の長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

そ の 他

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

〔  2,182,902〕

539,548 

497,450 

118,921 

200,251 

286,914 

484,026 

55,789 

 

〔  3,448,625〕

1,737,450 

170,960 

1,507,561 

32,443 

210 

負 債 合 計 5,631,527 

純 資 産 の 部 

科    目 金  額 

株 主 資 本 

（資 本 金） 

（資 本 剰 余 金） 

（利 益 剰 余 金） 

（自 己 株 式） 

 

その他の包括利益累計額 

（その他有価証券評価差額金） 

 
〔  5,993,739〕

（  2,038,750）

（  114,700）

（ 3,840,920）

（    △630）

〔  △1,638〕

（  △1,638）

純 資 産 合 計 5,992,101 

資 産 合 計 11,623,629 負 債 純 資 産 合 計 11,623,629 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。   
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連 結 損 益 計 算 書 
 

( 自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日 )

(単位：千円) 
 

科         目 金     額 

売 上 高 10,462,105 

売 上 原 価 8,916,485 

売  上  総  利  益 1,545,619 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 738,296 

営 業 利 益 807,322 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 配 当 金 3,318  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 3,361 6,679 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 47,597  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 7,451 55,048 

経 常 利 益 758,953 

特 別 利 益  

そ の 他 の 特 別 利 益 199 199 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 40,936  

事 業 撤 退 損 128,018  

減 損 損 失 16,043  

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 1,288 186,286 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 572,866 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 277,058  

法 人 税 等 調 整 額 △43,805 233,252 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 339,613 

当 期 純 利 益 339,613 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
 

( 自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

(単位：千円) 
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成24年４月１日
残 高 

2,038,750 114,700 3,598,943 △630 5,751,762 

連結会計年度中の
変 動 額 

 

剰 余 金 の 配 当 △97,637 △97,637 

自己株式の買取  

当 期 純 利 益 339,613 339,613 
株 主 資 本 以 外 
の項目の連結会
計 年 度 中 の 
変動額 (純額 ) 

 

連結会計年度中の
変 動 額 合 計 

241,976 241,976 

平成25年３月31日
残 高 

2,038,750 114,700 3,840,920 △630 5,993,739 

 
(単位：千円) 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成24年４月１日
残 高 

636 636 5,752,399

連結会計年度中の
変 動 額 

剰 余 金 の 配 当 △97,637

自己株式の買取 

当 期 純 利 益 339,613
株 主 資 本 以 外 
の項目の連結会
計 年 度 中 の 
変動額 (純額 ) 

△2,274 △2,274 △2,274

連結会計年度中の
変 動 額 合 計 

△2,274 △2,274 239,702

平成25年３月31日
残 高 

△1,638 △1,638 5,992,101

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。 
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連 結 注 記 表 

 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

1. 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数および主要な連結子会社の名称 

    連結子会社の数   ６社 

     株式会社エージーピー北海道 

     株式会社エージーピー開発 

     株式会社エージーピー中部 

     株式会社エージーピー関西 

     株式会社エージーピー九州 

     株式会社エージーピー沖縄 

 

2. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

  ① 有価証券の評価基準および評価方法 

    その他有価証券 

イ．時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用して

おります。(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定) 

ロ．時価のないもの…総平均法による原価法を採用しております。 

  ② たな卸資産の評価基準および評価方法 

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用してお

ります。 

イ．製品及び仕掛品…フードカート事業に係る製品及び仕掛品は、先入先

出法を採用しております。 

その他事業に係る仕掛品は、個別法を採用しており

ます。 

ロ．貯蔵品……………移動平均法を採用しております。 

 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

   イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

A．建物、関西空港・那覇空港・広島空港の構築物及び機械装置 

a．平成19年3月31日までに取得したもの………旧定額法 
b．平成19年4月 1日以後に取得したもの………定額法 
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B．その他の有形固定資産 

a．平成19年3月31日までに取得したもの………旧定率法 
b．平成19年4月 1日以後に取得したもの………定率法 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
        建物及び構築物   8～38年 
        機械装置及び運搬具 2～17年  

また、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法を採用しており

ます。 
   ロ．リース資産 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
      リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用して

おります。 
      なお、平成20年3月31日以前に開始した所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を採用しております。 
② 無形固定資産 

イ．無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 
      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間 (5年) に基づく定額法を採用しております。 
   ロ．リース資産 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
      リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用して

おります。 
 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権については回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 
     なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理し

ております。 
数理計算上の差異は発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年

数 (14年) による定額法により翌連結会計年度から費用処理しております。 
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なお、連結子会社については、簡便法 (自己都合要支給額をもって退職

給付債務とする方法) を採用しております。 

 

 (4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジを採用しております。但し、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務については振当処理を採用しております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     該当事項はありません。    

③ ヘッジ方針 

     社内規定に基づき、外貨建て金銭債権債務の為替変動リスクを回避する

ため、キャッシュ・フローを円貨で固定することを目的に、必要に応じて

ヘッジすることとしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

   振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略してお 

ります。 

 

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 完成工事高の計上基準 

進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。 

② 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記) 
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平

成 24 年 4 月 1 日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しております。 
これによる、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益に与える影響額は軽微であります。 
 

(連結貸借対照表に関する注記） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額       14,381,490 千円 

 

2. 国庫補助金による圧縮額 

機械装置及び運搬具 34,353 千円
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（連結損益計算書に関する注記） 

1. 事業撤退損 

事業撤退損 128,018 千円の内訳は、鹿児島空港、熊本空港、長崎空港の事業

場の閉鎖に伴う有形固定資産の減損損失 96,426 千円、その他閉鎖に伴う費用

31,592 千円であります。 
 

2．減損損失 

   当社グループは、事業用資産については事業セグメントを基礎としてグルー 
ピングを行っております。 
電力供給設備については、第 2 四半期連結会計期間において 3 空港内の事業

場の閉鎖が確定したため、該当資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減

損損失 96,426 千円は特別損失「事業撤退損」に含めて表示しております。減損

損失の内訳は、構築物 93,409 千円、機械装置 3,017 千円であります。 
また、社員寮については、2 棟のうち 1 棟について当第 4 四半期連結会計期

間において取り壊しが確定したため、当該資産の帳簿価格を回収可能額まで減

額し、減損損失 16,043 千円は特別損失「減損損失」に表示しております。なお、

回収可能価額は使用価値により測定しております。 
 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の総数  普通株式 13,950,000 株 

 

2. 剰余金の配当に関する事項 

 (1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 配当金の総額 
1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 24 年 
6 月 19 日 

定時株主総会 
97,637 千円 ７円 

平成24年
3月3 1日

平成24年 
6月2 0日 

   

用途 種類 場所 

 
電力供給設備 
 

 
構築物・機械装置 
 

鹿児島空港内 
熊本空港内 
長崎空港内 

 
社員寮 

 

 
建物 

 

 
千葉県成田市 
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(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 25 年 
6 月 18 日 

定時株主総会 
利益剰余金 125,533 千円  ９円 

平成25年
3月3 1日

平成25年 
6月1 9日 

 

(金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

  当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機 
 関からの借入により資金を調達しております。 
  受取手形及び営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、契約管理規則に沿って

リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場

株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 
  営業未払金は、全て 1 年以内の支払期日であります。借入金、リース債務は、

主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、

最長で 7 年 6 ヶ月後であります。 
 
2. 金融商品の時価等に関する事項 

  平成 25 年 3 月 31 日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照

表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。 
                                 (単位：千円) 

 
連結貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*) 差額 

 (1) 現金及び預金 

 (2) 受取手形及び営業未収入金 

 (3) 有価証券 

(4) 投資有価証券 

     その他有価証券 

 (5) 営業未払金 

 (6) 長期借入金 

 (7) リース債務 

2,362,752  

1,614,396  

891,354  

 

77,291  

(539,548) 

(2,234,900) 

(289,881) 

2,362,752  

1,614,396  

891,354  

77,291 

(539,548) 

(2,282,867) 

(291,633) 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

47,967 

1,751 

  (*)負債に計上されているものについては、( ) で示しております。 

 
(注 1) 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金ならびに(2) 受取手形及び営業未収入金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

   (3) 有価証券 

     これらは公社債等の投資信託であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
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   (4) 投資有価証券 

     これらの時価については、取引所の価格によっております。 

   (5) 営業未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

 

(6) 長期借入金および(7) リース債務 

     長期借入金およびリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

(注 2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 46,649 千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(4) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

 (注 3) 長期借入金およびリース債務の決算日後の返済予定額 

                                 (単位：千円) 

区分 １年内 
１年超 
２年内 

２年超 
３年内 

３年超 
４年内 

４年超 
５年内 

５年超 

長期借入金 497,450 319,450 316,250 316,250 286,250 499,250 

リース債務 118,921 102,646   31,766   15,568   11,300 9,678 

合計 616,371 422,096 348,016 331,818 297,550 508,928 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

1. 1株当たり純資産額 429円60銭 
2. 1株当たり当期純利益 24円35銭 
 

 

(重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

(その他の注記） 

  該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
 （平成25年3月31日現在） 

(単位：千円) 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金  額 科    目 金  額 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

営 業 未 収 入 金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

（有 形 固 定 資 産) 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

（無 形 固 定 資 産) 

ソ フ ト ウ ェ ア 

リ ー ス 資 産 

電 話 加 入 権 

そ の 他 

（投資その他の資産) 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

そ の 他 

 

〔 5,066,405〕
1,833,769
1,588,381

891,354
80,191
85,429

333,738
93,889
71,522
89,150
△1,022

〔 5,847,254〕
(  4,793,523)

367,175
1,693,969
1,675,578

70
43,499

110,608
262,013
640,608

(   35,831)
21,010
5,875
8,292

653
( 1,017,899)

47,944
174,996

35,153
233,551
219,710
306,543

 

流 動 負 債 

営 業 未 払 金

1年内返済予定の長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

 
〔 2,303,236〕

964,495 
497,450 
118,921 
289,104 
249,288 
171,141 

12,834 
〔  2,880,763〕

1,737,450 
170,960 
939,699 

32,443 
210 

負 債 合 計 5,183,999 

純 資 産 の 部 

科    目 金  額 

株 主 資 本 

（資 本 金) 

（資 本 剰 余 金) 

資 本 準 備 金

（利 益 剰 余 金) 

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

（自 己 株 式) 
 
評価・換算差額等 

（その他有価証券評価差額金) 

 
〔 5,731,298〕

（ 2,038,750）

（  114,700）

114,700 

（ 3,578,478）

197,316 

3,381,162 

80,000 

3,301,162 

（   △630）
 

〔   △1,638〕

（   △1,638）

純 資 産 合 計 5,729,660 

資 産 合 計 10,913,659 負 債 純 資 産 合 計 10,913,659 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

( 自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日 )

(単位：千円) 
 

科         目 金     額 

売 上 高 10,240,519 

売 上 原 価 8,844,544 

売 上 総 利 益 1,395,974 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 619,511 

営 業 利 益 776,463 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 配 当 金 3,238  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,681 5,920 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 47,597  

そ の 他 の 営 業 外 損 失 6,313 53,910 

経 常 利 益 728,472 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 40,936  

事 業 撤 退 損 128,018  

減 損 損 失 16,043  

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 1,288 186,286 

税 引 前 当 期 純 利 益 542,186 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 233,559  

法 人 税 等 調 整 額 △16,204 217,354 

当 期 純 利 益 324,831 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

( 自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

(単位：千円) 
 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平 成 2 4 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,038,750 114,700 114,700 

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  

自 己 株 式 の 買 取  

当 期 純 利 益  

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計  

平 成 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,038,750 114,700 114,700 

 
(単位：千円) 

 

 

株 主 資 本 

利益剰余金 

自己株式
株主資本 
合    計 利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金
合   計別途積立金 繰越利益剰余金

平成24年４月１日
残 高 

187,552 80,000 3,083,732 3,351,284 △630 5,504,103 

事 業 年 度 中 の 
変 動 額 

  

剰余金の配当 9,763 △107,400 △97,637 △97,637 

自己株式の買取   

当 期 純 利 益  324,831 324,831 324,831 
株主資本以外の
項 目 の 
事業年度中の 
変 動 額 (純 額) 

  

事 業 年 度 中 の 
変 動 額 合 計 

9,763 217,430 227,194 227,194 

平成25年３月31日
残 高 

197,316 80,000 3,301,162 3,578,478 △630 5,731,298 
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(単位：千円) 
 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合      計

平 成 2 4 年 ４ 月 １ 日 残 高 636 636 5,504,740 

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △97,637 

自 己 株 式 の 買 取  

当 期 純 利 益 324,831 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△2,274 △2,274 △2,274 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △2,274 △2,274 224,919 

平 成 2 5 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △1,638 △1,638 5,729,660 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準および評価方法 
 (1) 有価証券の評価基準および評価方法 
    子会社株式 
      総平均法による原価法を採用しております。 
    その他有価証券 

イ．時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しており
ます。(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は総平均法により算定) 

ロ．時価のないもの…総平均法による原価法を採用しております。 
(2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

   評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しており

ます。 

イ．製品及び仕掛品…フードカート事業に係る製品及び仕掛品は、先入先
出法を採用しております。 
その他事業に係る仕掛品は、個別法を採用しており
ます。 

ロ．貯蔵品……………移動平均法を採用しております。 
 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

A．建物、関西空港・那覇空港・広島空港の構築物及び機械装置 

a．平成19年3月31日までに取得したもの………旧定額法 

b．平成19年4月 1日以後に取得したもの………定額法 

B．その他の有形固定資産 

a．平成19年3月31日までに取得したもの………旧定率法 

b．平成19年4月 1日以後に取得したもの………定率法 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

        建物及び構築物   8～38年 
        機械装置及び運搬具 2～17年  

また、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法を採用してお

ります。 

    ロ．リース資産 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用し

ております。 
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なお、平成20年3月31日以前に開始した所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

イ．無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間 (5年) に基づく定額法を採用しております。 

   ロ．リース資産 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用して

おります。 

 

3. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等の特定の債権については回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。 

 (2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理し

ております。 
数理計算上の差異は発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年

数 (14年) による定額法により翌事業年度から費用処理しております。 
 

4. 重要なヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジを採用しております。但し、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務については振当処理を採用しております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

該当事項はありません。 

 (3) ヘッジ方針 

社内規定に基づき、外貨建て金銭債権債務の為替変動リスクを回避する

ため、キャッシュ・フローを円貨で固定することを目的に、必要に応じて

ヘッジすることとしております。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略してお

ります。 
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5. 収益および費用の計上基準 

   完成工事高の計上基準 

    進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。 

 

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用しております。 

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 24 年 4 月 1 日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 
これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影

響額は軽微であります。 
 

(貸借対照表に関する注記） 
 
1. 有形固定資産の減価償却累計額         14,379,504 千円 

 

2. 国庫補助金による圧縮額 

機械装置及び運搬具 34,353 千円

 

3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

  関係会社に対する短期金銭債権 748,878 千円

  関係会社に対する短期金銭債務 455,434 千円

 

(損益計算書に関する注記） 

1．関係会社との取引高  

  営業取引による取引  

   売上高 5,256,391 千円

   仕入高 2,564,112 千円

   販売費及び一般管理費 474 千円

  営業取引以外の取引   606 千円

 

2．事業撤退損 

事業撤退損 128,018 千円の内訳は、鹿児島空港、熊本空港、長崎空港の事

業場の閉鎖に伴う有形固定資産の減損損失 96,426 千円、その他閉鎖に伴う費

用 31,592 千円であります。 
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3．減損損失 

  当社は、事業用資産については事業セグメントを基礎としてグルーピングを行

っております。 
電力供給設備については、第 2 四半期会計期間において 3 空港内の事業場の閉

鎖が確定したため、該当資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

96,426 千円は特別損失「事業撤退損」に含めて表示しております。減損損失の

内訳は、構築物 93,409 千円、機械装置 3,017 千円であります。 
また、社員寮については、2 棟のうち 1 棟について当第 4 四半期会計期間にお

いて取り壊しが確定したため、当該資産の帳簿価格を回収可能額まで減額し、減

損損失 16,043 千円は特別損失「減損損失」に表示しております。なお、回収可

能価額は使用価値により測定しております。 
  

(株主資本等変動計算書に関する注記） 

 当事業年度末日における自己株式の数 普通株式    1,857株 

用途 種類 場所 

 
電力供給設備 
 

 
構築物・機械装置 
 

鹿児島空港内 
熊本空港内 
長崎空港内 

 
社員寮 

 

 
建物 

 

 
千葉県成田市 
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(税効果会計に関する注記） 

1.  繰延税金資産の発生の主な原因の内訳 

未 払 事 業 税 14,903 千円 

未 払 賞 与 45,998 千円 

退 職 給 付 引 当 金 227,900 千円 

減 価 償 却 超 過 額 5,996 千円 

未 払 社 会 保 険 料 8,757 千円 

その他有価証券評価差額金 907 千円 

そ の 他 38,223 千円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 342,686 千円 

評 価 性 引 当 額 △34,710 千円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 307,975 千円 

 

2. 繰延税金負債の発生の主な原因の内訳 

資産除去債務に対応する除去費用 △2,901 千円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △2,901 千円 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 305,074 千円 

 

(リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電力･冷暖房気供給設備機器および電子

計算機とその周辺機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス･リース契

約により使用しております。 
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(関連当事者との取引に関する注記） 

1. 親会社および法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金又 
は出資金 

(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)
割合(％) 

関係内容 

役員の

兼任等
事業上の関係 

その他 
の関係 
会社 

日本航空㈱ 
東京都 
品川区 

181,352,000 航空運輸

所有 

直接   0.0

被所有 

 直接 33.3

－ 
航空機用動力供給およ

び施設・設備の保守・

整備 

全日本空輸㈱ 
東京都 
港区 

318,789,426 航空運輸

所有 

直接   0.0

被所有 

  直接 20.0

－ 
航空機用動力供給およ

び施設・設備の保守・

整備 

 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 
(千円) 

 

動力事業収益 

整備事業収益 
付帯事業収益 

 

2,440,063 
1,156,879 

30,985 
営業未収入金 534,732

 

動力事業収益 

整備事業収益 
付帯事業収益 

 

 
1,567,461 

22,790 
38,211 

 

営業未収入金 140,337

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

2. 取引条件および取引条件の決定方針等 

(1) 航空機用動力供給については、APUのコストを勘案して一般的取引条件と同

様に決定しております。 

(2) 施設・設備の保守・整備については、市場価格を勘案して一般的取引条件と

同様に決定しております。 
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2. 子会社および関連会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金

又は 
出資金 
(千円) 

事業の  
内  容
又は職業

議決権等の

所有(被所有)
割合(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 
(千円) 役員の

兼任等

事業上 
の関係 

 
子会

社 
 

 
㈱エージーピ

ー開発 
 

千葉県 
成田市 

20,000 

動力事業

整備事業

付帯事業

所有 

直接 100.0

被所有 

直接    ―

兼任

4名

当社事業

の請負・

人材の派

遣 

動力・整

備・付帯

事業委託

1,548,704 
営業

未払

金 

269,033 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

2. 取引条件および取引条件の決定方針等 

委託業務については、空港内特殊設備等に対する技術力を勘案するとともに、地

域性を考慮し、価格交渉の上で決定しております。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

1. 1株当たり純資産額                   410円78銭 
2. 1株当たり当期純利益                   23円29銭 
 

 

(重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

(連結配当規制適用会社に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

(その他の注記） 

該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

平成25年５月21日 
株式会社 エージーピー 
  取 締 役 会 御中 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 上林 三子雄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 英 志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 敦 貞 ㊞

 
当監査法人は、会社法第 444 条第４項の規定に基づき、株式会社エージーピーの平成

24 年４月１日から平成 25 年３月 31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。 
 

連結計算書類に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算

書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。 
 

監査意見 
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社エージーピー及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
 

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 
以 上 
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 会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月21日 
株式会社 エージーピー 
  取 締 役 会 御中 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 上林 三子雄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 英 志 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 敦 貞 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エージーピーの
平成 24 年４月１日から平成 25 年３月 31 日までの第 48 期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。 
 
監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

当監査役会は、平成 24 年４月１日から平成 25 年３月 31 日までの第 48 期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に

記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100 条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議

に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等からそ

の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情

報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」(会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項)を「監査に関する

品質管理基準」(平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附

属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表)について検討いたしました。 
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2. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

 

      平成 25 年５月 23 日 

株式会社エージーピー 監査役会 

 

常勤監査役        松 浦 秀 樹  ㊞ 

 

監 査 役(社外監査役)  長谷川 正 人  ㊞ 

 

監 査 役(社外監査役)  浅 木   純  ㊞ 

 

監 査 役(社外監査役)  佐 伯 誠 治  ㊞ 

 

 
 

以 上 
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株主総会参考書類 

 

議案および参考事項 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

第 48 期の期末配当につきましては、当期の業績、配当性向ならびに将来の

事業展開のための内部留保等を総合的に勘案し、以下のとおりとさせていただ

きたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

(1) 配当財産の種類 

金銭といたします。 

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

       当社普通株式１株につき金９円、総額 125,533,287 円 

    (3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

       平成25年６月19日 

 

 第２号議案 取締役６名選任の件 

  現任取締役７名は、本総会終結の時をもって全員任期満了となりますので、

取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

  その候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏  名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位および 
担当並びに重要な兼職の状況 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

１ 

＊ 

やまぐち えいいち 
山 口 栄 一 
（昭30.９.７) 

昭和54年４月

平成l9年４月

 

 

平成21年４月

 

平成22年12月

 

平成23年４月

 

 

平成25年５月

日本航空(株) 入社 

(株)日本航空インターナショナル執行役員 

東日本地区副担当(兼)東京支店 副支店長

(兼)法人センター長 

同社 執行役員 西日本地区担当(兼)大阪支

店長 

同社 執行役員 中国地区総代表(兼)ペキン

支店長 

日本航空(株) 執行役員 中国地区総代表

(兼)中国地区総代表室 北京支店長(兼)北

京営業所長 

当社 顧問 (現在に至る) 

 

0株 
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候補者 
番 号 

氏  名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位および 
担当並びに重要な兼職の状況 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

２ 

＊ 

はやかわ まさひで 
早 川 正 英 
（昭28.10.４) 

昭和53年４月

平成19年４月

 

三菱商事(株) 入社 

同社 新産業金融事業グループＣＩＯ(現在

に至る) 

 

0株 

３ 
うぶかた しげる 
生 形  茂 
(昭29.10.12) 

昭和48年４月

平成18年７月

 

平成20年４月

 

平成23年４月

 

平成24年２月

 

 

平成24年６月

平成24年６月

全日本空輸(株) 入社 

同社 整備本部ラインメンテナンスセンタ

ー成田整備部 部長 

同社 整備本部ラインメンテナンスセンタ

ー 副センター長 

同社 整備本部ラインメンテナンスセンタ

ー(成田) 副センター長 

同社 整備本部ラインメンテナンスセンタ

ー(成田) 副センター長(兼)ＡＮＡフライ

トラインテクニクス(株) (出向) 

当社 顧問 

当社 常務取締役 動力事業・教育・安全・

品質保証担当、安全衛生推進副委員長(現

在に至る) 

 

2,000株 

４ 
こばやし まさき 
小 林  正 樹 
（昭27.９.１) 

昭和50年４月

平成15年６月

平成16年５月

平成18年６月

平成18年６月

平成19年10月

 

平成22年６月

平成23年６月

 

(株)エージーピー 入社 

当社 営業企画部長 

当社 関西支社長 

当社 執行役員 

当社 取締役 整備事業担当 

当社 取締役 整備事業担当(兼)整備事業部

長 

当社 取締役 整備事業担当 

当社 取締役 成田支社長(現在に至る) 

31,000株 

５ 
たなか かずゆき 

田 中  和 之 
（昭36.２.９) 

平成４年２月

平成13年７月

 

平成17年６月

平成19年６月

 

平成22年６月

平成22年６月

平成24年６月

日本航空(株) 入社 

同社 米州中部地区支店営業総務セクショ

ン マネジャー 

(株)ＪＡＬスカイ東京(出向) 

(株)日本航空インターナショナル フラン

クフルト支店長 

当社 顧問 

当社 取締役 経営企画・経理担当 

当社 取締役 経営企画・経理・新規事業担

当(現在に至る) 

 

2,000株 
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候補者 
番 号 

氏  名 
（生年月日） 

略歴、当社における地位および 
担当並びに重要な兼職の状況 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

６ 

* 

おざわ  ひでゆき 
小 澤 秀 之 
（昭30.７.23) 

昭和53年５月

平成17年４月

平成21年11月

平成23年２月

平成24年６月

 

(株)エージーピー 入社 

当社 動力事業部 次長 

当社 成田支社動力事業部長 

当社 動力事業部長 

当社 執行役員 動力事業部長(現在に至る) 

 

14,445株 

 
（注） 1．*印は新任の取締役候補者であります。 

2．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

3．取締役候補者の所有する当社株式数は、平成 25 年３月 31 日現在の状況を記載し

ております。なお、取締役候補者小澤秀之氏の所有する当社株式の数は、社員持

株会の持分が含まれております。 

 
第３号議案 監査役１名選任の件 

本総会終結の時をもって監査役松浦秀樹氏は辞任いたしますので、監査役１名

の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、金子晋也氏は松浦秀樹氏の補欠として選任されることとなりますので、

その任期は当社定款の定めにより、退任された監査役の任期の満了すべき時まで

となります。 

また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。 

その候補者は、次のとおりであります。 

氏  名 
（生年月日）

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所有する 
当 社 の 
株 式 数 

＊ 

か ね こ  し ん や 
金 子 晋 也 
（昭27.３.11)

昭和50年４月 

平成12年４月 

平成16年５月 

平成21年６月 

平成22年６月 

平成23年６月 

 

(株)エージーピー 入社 

当社 経営企画部 次長 

当社 フードカート事業部長 

当社 総務部長 

当社 常勤監査役 

当社 取締役 フードカート事業・総務担当(現在

に至る) 

 

8,000株 

（注） 1．*印は新任の監査役候補者であります。 
2．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 
以 上 
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 
 

東京都大田区羽田空港三丁目３番２号 
羽田空港 第１旅客ターミナルビル 
＜ビッグバード＞６階 
ギャラクシーホール 
 
連絡先 03-5757-8181 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交通のご案内 
東京モノレール：羽田空港第１ビル駅 
京浜急行   ：羽田空港国内線ターミナル駅

下車徒歩３分
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 


